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各 位 
会 社 名  株 式 会 社 ニ レ コ 
代表者名 代表取締役社長 久保田 寿治 
（ コ ー ド 番 号 ： ６ ８ ６ ３  J A S D A Q ） 
問 い 合 せ 先  取 締 役 執 行 役 員 管 理 部 門 長 

硲 光司 
（TEL 042-642-3111） 

 
  完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 
 当社は、2019 年７月 29 日開催の取締役会におきまして、株式会社メガオプトを吸収合併す

ることを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせします。 
 なお、本合併は当社完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一

部省略しております。 
 

記 
 
１． 合併の目的 

株式会社メガオプトは、当社グループにおける固体レーザー、ファイバーレーザー製品の

開発・製造・販売事業を行ってまいりました。レーザーを応用した検査、計測の市場は今後

も成長が続くと予測しており、このたび、レーザーに関する開発・生産・販売体制を強化す

るとともに、多様化する顧客ニーズに迅速に対応し、当社グループ全体におけるレーザー応

用製品事業の拡大を加速させることを目的として、株式会社メガオプトを当社へ吸収合併す

ることとしました。 

 

２． 合併の要旨 

（１） 合併の日程 

取締役会決議日      2019 年 ７月 29 日 

契約締結日 2019 年 ７月 29 日 

実施予定日（効力発生日） 2019 年 10 月 １日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併であり、

株式会社メガオプトにおいては会社法第 784 条第１項に規定する略式合併であ

るため、それぞれ株主総会による合併契約の承認を得ずに行うものであります。 

（２） 合併の方式 

当社を存続会社とし、株式会社メガオプトを消滅会社とする吸収合併方式です。 

（３） 本合併に係る割当の内容 

当社の完全子会社との合併であるため、本合併による株式その他の金銭等の交付及び

割当ては行いません。 

（４） 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当する事項はありません。  



３． 合併当事会社の概要（2019 年３月 31 日現在） 

   存続会社   消滅会社 

（１）名 称 株式会社ニレコ 株式会社メガオプト 

（２）所 在 地 東京都八王子市石川町 2951 番地 4 埼玉県和光市南二丁目３番 13 号 

和光理研インキュベーションプラザ

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 久保田 寿治 代表取締役社長 小林 正明 

（４）事 業 内 容 計測・検査機器及び制御機器の 

製造販売 

固体レーザー、ファイバーレーザー

製品の開発・製造・販売 

（５）資 本 金 3,072 百万円 254 百万円 

（６）設 立 年 月 日 1950 年 11 月 1996 年 7 月 

（７）発 行 済 株 式 数 8,305,249 株 3,472 株 

（８）決 算 期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（９）大株主及び持株比率 

(注)持株比率は、自己株式 

889 千株を控除して計算 

しております。 

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託 

新日鐵住金退職金口再信託受託者 

資産管理サービス信託銀行株式会社 7.87% 

当社取引先持株会 6.91% 

極東貿易株式会社 6.36% 

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社（信託口） 5.82% 

株式会社きらぼし銀行 4.94% 

株式会社ニレコ    100.0％ 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決 算 期 2019 年 3 月期(連結) 2019 年 3 月期(単体) 

純 資 産 12,490 百万円  △469 百万円 

総 資 産 14,012 百万円 179 百万円 

売 上 高 8,441 百万円 249百万円 

営 業 利 益 898 百万円 △79百万円 

経 常 利 益 1,011 百万円 △61百万円 

親会社株主に帰属する当期純利益 

（注）消滅会社においては 

「当期純利益」です。 

489 百万円 △92百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 1,684.85 円 △135,118.93 円 

１株当たり当期純利益 66.07 円 △26,721.02 円 

（注）存続会社は連結配当規制適用会社です。 

 

４． 合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変

更はありません。 

 

５． 今後の見通し 

本合併は当社完全子会社との合併であり、当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


